


















































































れている名誉毀損罪（刑法第 307～ 312 条）に関する事項である。特に刑法第




























































も公的人物 (public ﬁgure)まで拡大し適用するようになる (Curtis Publishing 
Co. v. Butts; Associated Press v. Wallker, 388 U.S. 130(1967))。






















































































































































































































判決日時 原　告 媒　体 勝敗訴 内　容
１ 1994.11.11 イヨンジャ（ユ
ヨン実業代表）
韓国放送公社 放送社／勝 機械式 ABS性能報
道事件
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